
【鳴門市行政評価】

◎基本情報

◎事業概要（PLAN)

平成27年度事務事業評価シート(26年度実績)

事務事業名 地域生活支援事業
担当
部署

　健康福祉部　社会福祉課

総合計画体系 根拠法令
計画など

障害者総合支援法
基本政策(大項目) 2 ずっと笑顔で生きがい感じるまちづくり

政策(中項目) 1 ひとにやさしく健康で安らげるまち　なると

事業
期間

開
始

18

社会参加の促進

年度
　　　(小項目) 障害者福祉

施策 5 障がい者福祉の推進 終
期基本事業 1

事業
対象

誰(何)を対象に
しているか

市内に住所を有する在宅の障がい者（児）

事業
目標

対象をどのような状態
にしたい(目指す)のか

日常生活に関する相談や社会参加のための支援など、障がい者（児）を対象とした障
がい福祉サービスの充実を図ることにより、地域社会における共生の実現をめざす。

事業
計画

26年度に何を
計画していたか

平成２５年度から「障害者総合支援法」が施行されたことに伴い、地域生活支援事業と
して、相談支援体制強化研修事業と理解促進啓発事業を行う。

成果
目標

事業目標の達成度合

指標名 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 単位

相談支援・地域活動支援センター事業
延べ利用者数

9,000 9,000 11,000 12,000 13,000 件

◎実施結果（DO)

事業
実施
内容

26年度は目標を達成
するため、手段として
どのような活動を行っ
ているのか

　相談支援体制強化研修事業は、地域自立支援協議会の活動強化として、障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事
業者、相談支援事業者、協議会関係者、その他関係団体者を対象に、障害者の地域移行支援
及び就労支援についての研修会を実施した。講師を招いた研修実施により、地域移行や就労支
援についての地域の課題や改善点を確認、相談支援員等のスキルアップを行い、地域の相談体
制の強化（人材育成・連携強化）に努めた。また、理解促進啓発事業は、うずしお福祉ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ
において、ﾄﾞｷｭﾒﾝﾀﾘｰ映画「普通に生きる」の上映会を開催し、地域住民に対して、障がい者等
への理解を深めるための研修・啓発を行った。

事業実施手法

指標名 25年度実績 26年度実績 27年度目標 28年度目標 29年度目標 単位

活動指標
実施した事業
の活動量を示
す指標

1 相談支援事業委託事業者数 3 3 3 3 3 箇所

－ 件

2
地域活動支援センター利用者数（実人
数）

122 111 130 140

－ －

150 人

成果指標
対象にどのよ
うな効果が
あったか示す
指標

相談支援・地域活動支援センター事業延
べ利用者数

9,141 10,390 － －

％

今年度の進捗状況 計画どおり 事業全体の進捗状況 -

（千円）

目標達成率(実績/目標) 115.4 －

財源内訳

年　度 区分 国 県 地方債

決算額 16,597 8,298 0

その他特定財源 一般財源 事業費計

平成26年度

当初予算額 18,958 9,479 0 0 31,309 59,746

全体予算額 16,597 8,298 0 0 35,843 60,738

0 32,327 57,222

繰越額 0 0 0 0 0 0

人件費
正規職員(6,878千円/人) 臨時職員(2,023千円/人) 総人件費 総事業費

0.5 3,439 60,661

個人 世帯 団体 その他 内部管理

市実施 一部委託 委託 補助金 その他



【鳴門市行政評価】

◎項目別評価（CHECK)

◎今後の方向性(ACTION)

【事務事業名：地域生活支援事業】
(千円)

事業費推移

年　　度 25年度決算 26年度決算 27年度 28年度 29年度

事業費 55,520 57,222 60,433 60,433 60,433

うち一般財源 31,007 32,327 31,891 31,891 31,891

人件費 3,259 3,439 3,439 3,439 3,439

総事業費 58,779 60,661 63,872 63,872 63,872

評価項目 評価値 所見欄

①活動に対
する評価

有効性 A:有効性があった
地域で生活する障がいがある人のニーズを踏まえなが
ら、地域資源を活用して、対象者一人ひとりの状況に合わ
せた援助が行えている。

効率性 A:効率的だった
委託先には専門的知識・経験を持ったスタッフが配置され
ており、連携を図りながら、対象者の個別・多様なサービ
スへの対応が行えている。

9,000 件

実績 10,390 件

評価 A:目標を達成できた

③総合的な評価 A
障がい者への支援体制の整備を図るために関係機関が
連携する中核的な協議機関である「鳴門市地域自立支援
協議会」の充実・強化を図りながら、事業を推進できた。

課題

　○発達障がい・高次脳機能障がい・難病など、新たに障がいと認定された分野の障がい支援策への対応。
　○各福祉関連機関や教育・雇用機関など、多分野との連携による支援ネットワークの構築及び強化。
　○障害者差別解消法施行に伴う一般企業や地域社会への理解促進に向けた啓発活動。
　○障がい者自身が種別や程度に寄らず、協働して活動できる機会の創出。

②成果に対
する評価

指標名 相談支援・地域活動支援センター事業延べ利用者数

目標としていた年間延べ利用人員数を達成することがで
きた。

目標

今後の方向性 1.廃止 2.要改善 3.現状維持 4.拡充 3
↓今後の方向性を踏まえた上で、以下の欄に記入してください。

実施内容

H27年度

　相談支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給付などの必須事業については、引き続き安
定した事業の運営に努めるとともに、現に支援を必要としている方が利用しやすくなるよう事業の充
実に努める。声の広報制作などの任意事業については、ニーズを把握しながら創意工夫により事
業を行うとともに、障害者計画及び第4期障害福祉計画の推進に努める。

H28年度

　同上


